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Ⅰ．介護給付費等のインターネット請求について
1．インターネット請求開始までの流れ
[image: image1.emf]インターネット請求対応の伝送ソフト（※１）をインストール

　　本会へ 「介護給付費等の請求及び受領に関する届」または、「電子情報処理組織又は光ディスク

    若しくはフレキシブルディスクによる請求に関する届（※２）」を提出（※３）

　　本会から介護電子請求受付システムのＩＤと仮パスワード等が記載された「電子請求登録結果に

　　関するお知らせ」を事業所へ発送

　　　　　国民健康保険中央会（以下国保中央会という）

　　　　　『介護電子請求受付システム（※４）』にアクセスし、電子証明書（※５）の発行を申請

電子証明書発行完了通知メールを受信（※６）

国保中央会『介護電子請求受付システム』にアクセスし、電子証明書をダウンロードし、インストール

インターネット請求開始


※１　介護伝送ソフトを国保中央会から直接ご購入いただく場合は、国保中央会『介護電子請求ヘルプデスク』まで連絡ください。それ以外のソフトに関しては、各ソフト会社へお問い合わせください。
※２　届用紙は、本会ホームページ『介護給付費等のインターネット請求に関する情報コーナー』に掲載しています。
（　本会ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/12.html　）
※３　提出期限は毎月１５日とし、発行されたＩＤは翌月の請求から使用できます。
（例）４月から変更の場合は、３月１５日本会必着です。
※４　国保中央会『介護電子請求受付システム』の
ホームページアドレスは　https://www.e-seikyuu.jp/　です。
※５　電子証明書の発行は、申請してから１～２日かかります。
2．電子請求受付システムの設定作業手順について
設定作業手順書は国保中央会の『電子請求受付システム』の『介護保険の請求はこちら』→　『はじめての方』から『介護電子請求をはじめる前に（PDF）』をダウンロードしてください。
（　国保中央会『電子請求受付システム』ホームページアドレス　https://www.e-seikyuu.jp/　）
　3．電子証明書について
インターネット請求には、電子証明書による電子署名を行う必要があります。電子証明書の有効期間は３年間で以下の発行手数料が必要です。
なお、手数料の徴収方法は、介護給付費等の支払額からの控除になります。
また、代理請求を希望される場合は、国保中央会『介護電子請求受付システム』の『代理人情報／代理人証明書はこちら』→『はじめての方』から『代理人申請戦士請求をはじめる前に（PDF）』をダウンロードして一読ください。
（　国保中央会『電子請求受付システム』ホームページアドレス　https://www.e-seikyuu.jp/　）
・介護保険証明書
　　　　１３，２００円
・介護・障害共通証明
１３，９００円
4．インターネット請求に関する問い合わせについて
国保中央会『介護電子請求ヘルプデスク』にお問い合わせください。
　　　　ＴＥＬ　　　　 0570-059-402
ＦＡＸ         0570-059-422
Ｅ-ｍａｉｌ　　mail-kaigo@support-e-seikyuu.jp
5．その他
インターネット請求についての情報は随時、ホームページに掲載しますので確認ください。
・本会ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/index.html
Ⅱ．簡略版介護電子媒体化ソフトについて
　国保中央会より、伝送機能を有しない簡略版の『介護電子媒体化ソフトVer.3』が、無料で配布されています。
　パソコンのディスプレイ上の紙請求様式イメージに、紙請求とほぼ同じ感覚で画面入力を行うことにより、電子化された請求明細書を作成することができます。
１．対応している請求方式
　　　電子媒体（ＣＤ－Ｒ、ＦＤ）による請求明細書を作成できます。
· 伝送及び紙媒体には対応しておりません。
· 複数公費の請求には対応しておりません。
· 被保険者の作成数は１００名までです。
２．作成可能な請求明細書
　　①　居宅療養管理指導（様式第二）
　　②　福祉用具貸与（様式第二）
　　③　介護予防居宅療養管理指導（様式第二の二）
　　④　介護予防福祉用具貸与（様式第二の二）
　　⑤　主治医意見書料請求書


「主治医意見書料請求書」作成機能で作成した情報を、市町村に提出することはできません。
簡略版介護電子媒体化ソフトには「主治医意見書料請求書」作成機能が付帯されておりますが、京都府内市町村への「主治医意見書料請求書」の提出は従来通り、帳票のみとなります。
３．配布方法
本会ホームページ『介護電子媒体化ソフトについて』より本ソフト及びマニュアルをダウンロードしてください。
・ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/point/08_v3.html
Ⅲ．介護給付費の返還処理について
京都府（保健所）の実地指導により、介護保険事業所が自主返還される場合は過誤申立書（給付実績の取り下げ）を保険者へ提出し、過誤調整を行います。
　なお、保険者が京都市の場合、過誤申立書の作成前に京都市介護ケア推進課と返還方法等について調整を行ってください。
１．自主返還による過誤調整の流れについて



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①自主返還指示　　　　②自主点検の結果報告
　　　　⑥利用者負担分の返還
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　⑤過誤決定通知書を送付　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③過誤申立書の提出
　　　　　　　　　　　　　　　　⑤過誤決定通知書情報を送信

　　　　　　　　　　　　　　　　④過誤申立書情報を送信
　　　　①京都府（保健所）　　該当事業所へ自主返還の指示
　　　　②事業所　　　　　　　管轄の保健所へ自主点検の結果報告
③事業所　　　　　　　保険者へ過誤申立書の提出
　　　　④保険者　　　　　　　毎月２０日に国保連合会へ過誤申立書情報を送信
　　　　⑤国保連合会　　　　　過誤調整を行い、過誤決定通知書を事業所へ送付
過誤決定通知書情報を保険者へ送付
　　　　⑥事業所　　　　　　　サービス利用者へ利用者負担金を返還
２．お問い合わせについて
・指導内容の確認等　　　管轄の保健所　　　　　　　　　　　管轄の保健所へお問い合わせください
・具体的な処理方法　　　各市町村介護保険担当課　　　　　　各市町村へお問い合わせください
京都市の場合は介護ケア推進課　　　℡０７５－２１３－５８７１
・その他・処理方法　　　京都府国保連合会介護保険課　　　  ℡０７５－３５４－９０５０
３．過誤調整金額の精査の流れ（通常過誤）について

例）3月サービス提供分の自主返還分を6月審査分で過誤調整した場合
（20万円で請求したが正しくは18万円　自主返還額は2万円）
　　　　　　　⑦再請求分の支払
　　

　　　　　　⑥正しい明細書を再提出
　　　　　　
　　　　　　　　　　 
　　　　　　　④過誤決定通知書を送付　　　①5月サービス提供分提出　　　②過誤申立書を提出
　　　　　　　　⑤介護給付費の支払
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④過誤決定通知書情報を送信


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　③過誤申立書情報を送信
  ①事業所　　　　5月サービス提供分（6月請求）を国保連合会に提出　　　　　請求額100万円
（6月1日から10日まで）
　②事業所　　　　過誤申立書を保険者に提出（提出期限は保険者に確認する）　 調整額  20万円
　③保険者　　　　過誤申立書情報を国保連合会に提出（送信）（6月20日）
　④国保連合会　　過誤調整処理を実行
過誤決定通知書を事業所へ送付
　　　　　　　　　（請求方法が伝送の事業所は7月14日送信、それ以外の事業所は7月下旬発送）
                  過誤申立書情報を保険者へ送信
　⑤国保連合会　　5月サービス提供分から過誤申立分を差し引いて支払（7月31日）
　　　　　　　　　5月サービス提供分100万円　－　過誤申立分20万円　 ＝　 支払額　80万円
　⑥事業所　　　　過誤決定通知書で過誤調整の完了を確認して、8月に正しい内容の明細書を
再提出（8月1日から10日）
　⑦国保連合会　　8月再提出分の支払（9月30日）　　　　　　　　　　　　   支払額　18万円
　※　6月審査分の過誤20万円　－　8月審査分の再提出18万円　＝　2万円の自主返還となる。
４．過誤調整の注意点について
①　翌月の支払情報の『過誤決定通知書』で処理されたことを確認後、必要に応じて翌月、正しい請求明細書の提出が必要です。
②　過誤申立書は保険者により提出期限が異なりますので、該当保険者に確認ください。
③　過誤申立金額が当月請求金額を上回る場合は、過誤申立と同月に再請求を行うことが必要です。
その場合は、過誤申立書『同月再請求分』を保険者に提出し、保険者は毎月５日までに国保連合会に過誤調整を依頼します。また、同時に事業所は、同月の１０日までに正しい請求明細書で請求を行います。
· 同月再請求分過誤の取り扱いについては、事前に保険者、国保連合会と調整が必要です。
④　過誤調整と給付管理票の修正は、同月にできません。


※　過誤調整額が当月請求額を上回る場合、連合会に対し支払いが生じます。
　過誤調整額が通常の請求額を超える場合、事業所において複数回に分けて過誤申立するなど未調整額（支払不足分）が生じないよう調整してください。
なお、過誤調整額が当月請求額を超えると、未調整額（支払不足分）が生じるため国保連合会より別途未調整額（支払不足分）の請求があり、翌月１８日までに国保連合会指定口座に未調整額を振込む必要があります。
　
５．過誤申立書記載の注意点
過誤申立書の『申立事由コード』は、請求明細書の種類を特定する重要なコードです。
以下の申立対象様式番号等参照し設定してください。
	申立事由コード

	
	
	
	



申立対象様式番号　申立理由番号
《過誤》介護給付費　申立対象様式番号
	申立対象様式番号
	申立対象項目

	様式第二
	１０
	訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ、居宅療養管理指導、通所介護、通所リハ、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護(複合型サービス)、地域密着型通所介護

	様式第二の二
	１１
	介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハ、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、介護予防通所リハ、介護予防福祉用具貸与、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護

	申立対象様式番号
	申立対象項目

	様式第三
	２１
	短期入所生活介護

	様式第三の二
	２４
	介護予防短期入所生活介護

	様式第四
	２２
	介護老人保健施設における短期入所療養介護

	様式第四の二
	２５
	介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護

	様式第四の三
	２Ａ
	介護医療院における短期入所療養介護

	様式第四の四
	２Ｂ
	介護医療院における介護予防短期入所療養介護

	様式第五
	２３
	病院・診療所における短期入所療養介護

	様式第五の二
	２６
	病院・診療所における介護予防短期入所療養介護

	様式第六
	３０
	認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

	様式第六の二
	３１
	介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用以外）

	様式第六の三
	３２
	特定施設入居者生活介護（短期利用以外）
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用以外）

	様式第六の四
	３３
	介護予防特定施設入居者生活介護

	様式第六の五
	３４
	認知症対応型共同生活介護（短期利用）

	様式第六の六
	３５
	介護予防認知症対応型共同生活介護（短期利用）

	様式第六の七
	３６
	特定施設入居者生活介護（短期利用）
地域密着型特定施設入居者生活介護（短期利用）

	様式第七
	４０
	居宅介護支援介護給付費明細書

	様式第七の二
	４１
	介護予防支援介護給付費明細書

	様式第八
	５０
	介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

	様式第九
	６０
	介護老人保健施設

	様式第九の二
	６１
	介護医療院

	様式第十
	７０
	介護療養型医療施設


《過誤》介護予防・日常生活支援総合事業　申立対象様式番号
	申立対象様式番号
	申立対象項目

	様式第二の三
	１０
	介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（予防サービス、生活支援サービス）

	様式第七の三
	２０
	介護予防・日常生活支援総合事業費明細書（ケアマネジメント費）


《過誤》申立理由番号
	申立理由番号
	コード内容
	申立対象項目

	０２
	請求誤りによる実績取り下げ
	保険者・公費負担者・事業所から申し立てられる、請求誤りによる取下過誤申立書

	１２
	請求誤りによる実績取り下げ（同月）
	保険者・公費負担者・事業所から申し立てられる、請求誤りによる取下過誤申立書（同月）

	９９
	その他の事由による実績の取り下げ
	①その他の取り下げ
　保険者・公費負担者から申し立てられるその他の事由による取下過誤申立書
②京都市等の指導による場合



※　過誤申立理由番号は通常、『０２請求誤りによる実績取り下げ』を設定する。
同月処理の「同月再請求分」は、『１２請求誤りによる実績取り下げ（同月）』を設定する。
ただし、京都市の指導による場合は、『９９その他の事由による実績の取り下げ』を設定する。
Ⅳ．｢介護給付費の請求及び受領に関する届｣について
１．請求者及び受領者（口座名義人）の変更をする場合
保管している「介護給付費の請求及び受領に関する届」の現在の登録内容に赤色ボールペン等で訂正し、国保連合会へ提出ください。
（締切日は毎月２０日とし、翌月からの適用）
２．請求方法の変更をする場合
　　　　インターネットまたはＣＤ－Ｒ等への請求方法の変更は、毎月１５日までに「電子情報処理組織又は光ディスク若しくはフレキシブルディスクによる請求に関する届」を提出ください。
　　　　（締切日は毎月１５日とし、翌月からの適用）


所在地、電話番号等の内容に変更がある場合、『管轄の保健所』に必ず届出を行ってください。国保連合会は、京都府からの指定事業所情報及び変更情報を基に、提出があった請求明細書・給付管理票を審査します。
Ⅴ．返戻（保留）・減単位通知書について
１．請求明細書・給付管理票返戻（保留）一覧表　
提出された請求明細書・給付管理票に不備があった場合、返戻（保留）一覧表でお知らせします。エラーコード一覧（本会ホームページ参照）を確認のうえ、誤り箇所を訂正し翌月、請求明細書・給付管理票を再提出してください。
・ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/point/07.html
『介護保険給付費等にかかる請求要領　平成３０年４月改訂版９』の「Ⅱ．介護給付費請求の手引き（審査支払結果帳票の解説）　（ＰＤＦ）』Ｐ３１～
主なエラー例　
≪共通≫
	エラー
コード
	主　な　例
	主　な　対　処　方　法

	12PA
	変更申請中、又は決定月に請求
	変更申請が決定した翌月に提出

	12PD
	認定有効期間外の被保険者
	介護保険被保険者証が更新されているか確認

	12QT
	性別又は生年月日の誤り
	介護保険被保険者証で性別又は生年月日を確認

	12Q7
	証記載保険者番号誤り（区間異動）
	月末時点の証記載保険者番号で提出


≪給付管理票≫
	エラー
コード
	主　な　例
	主　な　対　処　方　法

	ADD0
	サービス事業所番号の誤り
	サービス事業所番号を確認

	ADD1
	サービス事業所番号・サービス種類の誤り
	サービス事業所番号・サービス種類を確認

	12P4
12P5
	受給者台帳に登録されている支援事業所と異なる
	保険者へ支援事業所の届けを提出したか確認

	ANNO
ANNJ
	既に給付管理票があるのに再度、新規の給付管理票を提出
	重複提出であれば再提出の必要なし
内容を修正したい場合、作成区分を『２：修正』にして提出

	ANN9
	新規がないのに修正の給付管理票を提出
	作成区分を『１：新規』にして提出


≪給付費明細書≫
	エラー
コード
	主　な　例
	主　な　対　処　方　法

	ABBL
ABBM
	明細欄『３１』、集計欄『３４』等
明細欄と集計欄の種類コード不一致
	サービス種類コードを確認

	ABB0
	必須項目未設定
	必須項目を確認

	ABBJ
	中止年月日に記載あり。中止理由未記入
	中止理由を記載

	AEE2
	実日数が１ヶ月を超えている
	実日数を確認

	13PS
	公費負担者番号誤り
	公費負担者番号を確認

	12QA
	要支援の被保険者を『様式第二』で請求等、要介護度状態区分と様式不一致
	要介護度に合った様式を確認

	エラー
コード
	主　な　例
	主　な　対　処　方　法

	10QF
	要介護１の被保険者を要介護５のサービスコードで請求等、要介護状態区分とサービスコードの不一致
	要介護度に合ったサービスコードを確認

	14QR
	摘要欄が未設定
	厚労省通知の記載要領の摘要欄記載事項を確認

	ASS0
ASSA
	計算誤り（縦計・横計誤り）
公費対象単位数洩れ
	給付費明細欄と請求額集計欄の記載内容を確認

	ATT5
	生保単独受給者で保険請求あり
	請求額集計欄の保険請求額は空欄にし、公費請求額に全額記載、給付率を公費１００％と記載

	AEFA
AEF0
	１０日に資格喪失で実日数３０日等、算定不可能な日数を記載
	日数・資格等を確認

	保留
	給付管理票が未提出、又は返戻になっている
	支援事業所に連絡し、給付管理票（作成区分『１：新規』）の提出を依頼、再提出の必要なし

	返戻
	査定でエラーがあるもの
※減単位とするところ、限度管理対象外単位数（％加算）があり自動計算不可のため返戻
	支援事業所と計画単位数を確認
給付管理票に誤りがない場合、明細書を訂正
給付管理票に誤りがある場合、給付管理票（作成区分『２：修正』）の提出を依頼するとともに、明細書はそのまま再提出

	返戻
	給付管理票の提出がなく、保留期間（３ヶ月）を経過した場合（他府県被保険者については保留期間なし）
	支援事業所に連絡し給付管理票（作成区分『１：新規』）の提出を依頼するとともに、サービス事業所も明細書を再提出


２．介護保険審査増減単位数通知書
給付管理票の『給付計画単位数』が請求明細書の『給付単位数』より少ない場合、その差額を減単位として、給付管理票にサービス事業所の記載がない場合｢０単位｣として、減単位数通知書でお知らせします。
減単位が誤っている場合、サービス事業所は支援事業所に連絡し、支援事業所は正しい給付管理票を作成区分「２：修正」で提出します。国保連合会では、再審査を行い、減単位分は自動復活し、『再審査決定通知書』でお知らせします。この場合、サービス事業所から、請求明細書の再提出は不要です。
　　
Ⅵ．保留分取下げと却下願について
１．保留分取下げ書について
保留となった請求明細書に誤りがあった場合や請求明細書提出が不要だった場合、『保留分取下げ書』を２０日までに直接、国保連合会に提出ください。当月審査で返戻とします。
ただし、保留取下げができるのは前月審査で保留になった請求明細書のみです。
２．却下願について
１日～１０日までに提出した府内保険者の請求明細書に誤りが見つかった場合、『却下願』を２０日までに直接国保連合会に提出ください。当月審査で返戻とします。
（他県保険者は却下不可）
Ⅶ．主な問い合わせについて
毎月多くの問い合わせがあります。本会ホームページの『介護保険・よくある相談コーナー』にて、主な問い合わせ内容及び関係情報について掲載していますので参照してください。
・ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/point/13.html
掲載例
	項
	問い合せ
	対処方法等

	1
	口座・請求者・請求方法の変更をしたい。
	登録内容の変更については、「介護給付費の請求及び受領に関する届」で変更してください。（登録・変更がある度に、登録内容をお控えとして返送しています。）
※変更箇所を２重線で消し込み、赤字で変更内容を記入して、連合会に送付してください。

	2
	インターネット請求にしたい。
	「電子情報処理組織又は光ディスク若しくはフレキシブルディスクによる請求に関する届」または「介護給付費の請求及び受領に関する届」で変更してください。
毎月１５日が請求方法変更の締切日です。登録後、パスワ－ドを払い出しますので本番請求に備えてください。

	3
	間違った請求データを伝送した。データを取消してほしい。
	伝送の場合、毎月１日～１０日の受付期間の間は、事業所側の操作で取消しが可能です。操作マニュアルを確認ください。

	4
	パスワ-ドを忘れた。
書類の再発行等。
	再発行の処理をしますので、返信用封筒を同封のうえ「発行願」の提出ください。「発行願」本会ホームページ、介護保険課「各種様式」より用紙をダウンロードしてください。
・ホームページアドレス　https://www.kyoto-kokuhoren.or.jp/nursingcare/05.html

	5
	返戻理由がわからない。
	まずは内容欄より返戻内容を確認し、控えの請求データを確認ください。返戻内容と対処方法がわからなければ、右端の備考欄に記載されている返戻コードより、本会ホームページ介護保険課「エラーコード一覧はこちら」にて返戻コードを検索し、対処方法を確認ください。

	6
	請求分が振り込まれていない。
	まずは事業所からの請求の控え（送信データ、電子請求データ、書面明細書コピー等）を確認ください。
インターネット請求の場合、「事業所別審査状況一覧表」で請求状況を確認することができます。
該当のデータが、返戻または過誤になっていないかを確認ください。

	7
	申請中の被保険者の請求をしてもよいか。
	認定結果が出た翌月に請求してください。
月途中から要介護度が変わる場合はサービスを実施した日に応じた要介護度の単位数で請求してください。また、『支給限度額』は、要介護度が重くなった場合、当月より適用し、軽くなった場合、翌月からの適用となります。（被保険者証で確認ください。）
※新規申請の場合も認定結果が出た翌月に請求してください。

	項
	問い合せ
	対処方法等

	8
	月途中で居宅介護支援事業所を変更した。どちらの支援事業所が給付管理票・サービス計画費を作成するのか。
	保険者は変わらず居宅介護支援事業所に変更があった場合、月末時点の居宅介護支援事業所が当月分の給付管理票・サービス計画費等の請求を行います。前事業所は、それまでの当月実績を新事業所へ情報提供してください。

	9
	給付管理票の提出の仕方がわからない。
	・初めて提出する月は“新規”での提出となります。
・初めて提出した月に返戻になった場合、審査前により、次回の提出も“新規”での提出となります。
・審査には通ったが、その後訂正があった場合“修正”での提出になります。
・不要な給付管理票を提出してしまった場合“取消”での提出になります。

	10
	日割り請求をする場合を教えて。
	１月単位に請求するサービスの場合、要介護度の変更等により、日割り請求をしなければならない場合があります。
詳細は本会ホームページ「日割り請求にかかる適用」を確認ください。

	11
	月途中で要介護度が変更になった場合の請求方法について。
	要介護度が重くなった場合
支給基準限度額は、重い方の要介護度の支給基準限度額となります。
区分変更日以降のサービスは、要介護度に応じた単位数を算定することになります。
要介護度が軽くなった場合
　支給基準限度額は、重い方の要介護度の支給基準限度額となり、翌月から区分変更後（軽い方）の支給基準限度額が適用されます。
　区分変更日以降のサービスは、要介護度に応じた単位数を算定することになります。


参考
◎介護給付費明細書の過誤・却下等
	区分
	提出期限
	提出先
	結果通知
	取扱対象
	備考

	過誤申立書
	保険者毎
（※１）
	各保険者
	過誤決定通知書
	介護給付費明細書
	

	保留分取下げ書
	毎月２０日
	連合会
	返戻（保留）一覧表
	介護給付費明細書
	前月保留明細書のみ

	却下願
	毎月２０日
	連合会
	返戻（保留）一覧表
	介護給付費明細書
	他県被保険者分不可


※１　保険者によって異なりますので、該当の市町村介護保険担当課にご確認ください。
※　介護給付費過誤申立書（同月再請求分）の提出は、事前に保険者、国保連合会との調整が必要です。
◎給付管理票の修正・取消
	区分
	提出期限
	提出先
	結果通知
	備考

	給付管理票修正
（作成区分：２）
	毎月１０日
	連合会
	再審査決定通知書
	増減単位数等の確認

	給付管理票取消
（作成区分：３）
	毎月１０日
	連合会
	過誤決定通知書
	明細書（計画費含む）の実績取消


※　給付管理票の修正・取消は、通常提出分に含めて国保連合会に提出してください。
注意！
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重要！
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